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東北地域の現状と将来について

地域別ミスマッチでマイナスになる可能性 職種間・学歴間ミスマッチが⽣じる可能性

仮定条件による試算例だが、2040年の需給予測は以下２点を⽰唆。

⽣産性向上等の需要抑制と多様な⼈材の確保の両輪。
継続的かつ地道に理解を広げることも重要。

職種間ミスマッチは、既に⽣じている。
社会で活躍する⼈材の育成システムを議論をする必要。

地域の産業界と教育界の対話と連携で ミスマッチを縮⼩しうる可能性。

東北

教育界 産業界

地域の未来へ
対話と連携は必要か︖

地域理解の⾯的拡⼤には︖
⼈材を育てる産学連携とは︖
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東北地域の出⽣数、学⽣進路
東北地域の出⽣数の推移

約3.7万⼈
（2024年）

約7.5万⼈
（2005年）

約12万⼈
（1985年）

⼤学等の就職先別の内定者数【2025年3⽉卒】

2025年に
20歳

2044年に
20歳

2005年に
20歳

地域別

（⼈）

（出所）⼈⼝動態調査 ⼈⼝動態統計 確定数 出⽣
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東北の⼤学定員 約2.5万⼈
県内率約47％、東北率約75％

東北外東北内各県内進路⾼校卒業
18%7%75%就職 1.4万⼈

6.8万⼈
44%※21%※35%※⼤学 3.1万⼈
12%※19%※69%※短⼤ 0.2万⼈

県内率が⾼いとされる専修 1.3万⼈
他 0.3万⼈

東北の短⼤定員 約2.2千⼈
県内率約73％、東北率約94％

各県外各県内就職内定者対象

67%33%
※理⼯系は20％程度︖15,245⼈⼤学

36%64%1,794⼈短⼤
86%14%672⼈⾼専
49%51%6,285⼈専修

約1.4万⼈約9千⼈

（前提）地域を理解して、県外・東北外を選択する⼈材。
→将来、地域の活躍が期待される⼈材。

（出所）学校基本調査、各県労働局公表資料等から東北経済産業局が作成

※当該年度に進学した者の出⾝⾼校の所在地と進学先の所在地から割合を算定

（参考︓⼤学進学率（2025年））
東北49%<全国60%

約1.6万⼈
（23％）
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（出所） （独法）労働政策研究・研修機構「UIJターンの促進・⽀援と地⽅の活性化―
若年期の地域移動に関する調査結果―」

⾼校時代までの
地元企業の認知程度別、出⾝市町村へのUターン希望

【出⾝県外居住者】

UIJターン 東北は⾸都圏に最近接の地⽅。アクセス容易≒⾸都圏を選択し易い。

Uターン希望の意識調査で
「希望する・どちらかというと希望する」

を選択した割合

（出所） （株）マイナビ「マイナビ⼤学⽣Uターン・地元就職に関する調査経年⽐較データ」よ
り東北経済産業局が作成
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※回答総数︓70,887
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産業と地域を知る 個者・業界・地域等の多⾯的な取組を効果的に進めることが必要。

半導体産業啓発講義の展開

半導体関連企業と連携した取組。
令和6年度に⼭形⼤学で開講。関係企業10社から半

導体産業の魅⼒や⾃社の強みを説明。⼯学部に限ら
ず多くの学⽣が受講（100名。令和7年度は200名）。
令和7年度は、岩⼿⼤学、仙台⾼専、秋⽥⾼専も実

施。令和8年度は更なる横展開を予定。

半導体関連産業は、⾮常に学問分野が広い産業界。
理⼯系でも、電⼦・電気・物理・化学・機械・情報
など多岐に及ぶ。
東北地域における理⼯系学⽣が、地域に関⼼等を向

けるフラッグシップ的な側⾯も期待。

各地で地域企業と住⺠等の交流機会が実施されてい
る。○○町産業フェア、○○市⼯場⾒学会など、中
⻑期的に継続されるこうした取組は、地域の全年代
に産業や地域の理解を⾼める効果が期待。

地域に関⼼を向ける機会を拡⼤︖ 将来的な選択肢を拡⼤︖

地域別

東北オープンファクトリーフォーラムの開催

 ものづくりに関わる中⼩企業や⼯芸品産地など、⼀定
の産業集積がみられる地域を中⼼に、企業単独ではな
く、地域内の複数の企業等が⾯として集まり、⼀体的
に⽣産現場を公開したり、来場者にものづくりを体感
してもらい、地域全体を⼀体的に⾒せる取組を推進。

 地域の魅⼒発信や魅⼒向上、企業の競争⼒の強化、
⼈材獲得などにつながっている。
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⼈材育成を視点とした産学の対話は⼗分か︖

⽂科省施策（成⻑分野転換基⾦）
を活⽤し、東北地域の１７⼤学等
で約１，０００⼈／年のデジタル
⼈材等が育成される計画。

２０５０年に産業界が求める仕事
に必要な能⼒に対する需要の上位
は、「問題発⾒⼒」「的確な予
測」など、基礎的・素養的な要素。

産学連携は、⺠間との共同研究制
度が発⾜して４０年。⽬的や⼿法
は時代に即して変化してきた。
⼈材を育てるシステムづくりの対
話は⼗分か︖

学 産

職種間・学歴間

「求める」の定義については、
経営者、管理者、現場責任者で
も求められるスキルや能⼒が異
なり、問い⽅によっても回答が
異なる。どのように明確化・⾔
語化できるかが重要。



新しい⼈材が間もなく社会で活躍
増員規模（／年）育成する⼈材概要⼤学名

修⼠21⼈デジタル⼈材⼤学院に情報科学コースを新設弘前⼤学
20⼈IT⼈材ソフトウェア情報学科を増員し、IT⼈材を育成⻘森⼤学
50⼈グリーン、デジタル⼈材学科のグリーン、デジタル専攻の新設⼋⼾⼯業⼤学
学⼠10⼈、修⼠20⼈デジタル⼈材（情報⼈材）学部と学科の情報系コースの増員岩⼿⼤学
150⼈デジタル⼈材スポーツや地域とデジタルを掛け合わせた学部の新設富⼠⼤学
学⼠40⼈、修⼠60⼈、博⼠6⼈デジタル⼈材⼯学部学科のデジタル関係の育成強化と増員東北⼤学
30⼈デジタル⼈材新コースでデジタル⼈材を育成仙台⾼専
60⼈デジタルデザイン⼈材学部を新設しAI・デジタルを活⽤した実践学習宮城⼤学
110⼈デジタル⼈材学部を新設しデジタル⼈材を育成東北学院⼤学
40⼈デジタル⼈材学科の新設によるスポーツと情報学を掛け合わせた育成仙台⼤学
50⼈デジタル⼈材学部新設による医療分野のデータサイエンティストの育成東北医科薬科⼤学
学⼠68⼈、修⼠23⼈デジタル⼈材新学部、新学科で現在の3倍規模でデジタル⼈材を育成秋⽥⼤学
修⼠20⼈、博⼠5⼈グリーン、デジタル⼈材学科のグリーン、デジタル専攻の増員秋⽥県⽴⼤学
学⼠30⼈、修⼠20⼈デジタル⼈材学部と学科のデジタル専攻の新設⼭形⼤学
20⼈デジタルデザイン⼈材新コースでデジタルデザイン⼈材を育成鶴岡⾼専
学⼠40⼈、修⼠20⼈情報⼈材学部と学科の情報系コースの増員福島⼤学
80⼈デジタル⼈材デジタル創造学部の新設東⽇本国際⼤学

東北地域で約1,000⼈／年（出所）⼤学・⾼専機能強化⽀援事業（成⻑分野転換基⾦）の採択⼀覧から東北経済産業局が作成 7

職種間・学歴間



産業界が求める⼈材例 ⼈材育成の教育界と産業界の役割とは︖
意識・⾏動⾯を含めた仕事に必要な能⼒に対する需要の変化

（出所）経済産業省「未来⼈材ビジョン」

産業界はスキルを求めない︖
スキルは社会⼈以降の

習得を想定︖

8

職種間・学歴間

※各職種で求められるスキル・能⼒の需要度を表す係数は、56項⽬の平均が1.0、標準偏差が0.1になるように調整している。
※ 2015年は労働政策研究・研修機構 「職務構造に関する研究Ⅱ」、2050年は同研究に加えて、World Economic Forum “The future of jobs 
report 2020”,Hasan Bakhshi et al., “The future of skills: Employment in 2030”等を基に、経済産業省が能⼒等の需要の伸びを推計。
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（参考）外国⼈材も国際競争

（出所） （独法）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働⽐較2025」から東北経済産業局が作成

各国の合計特殊出⽣率の推移

（出所） OECDʼʼIndicators of Talent Attractivenessʼʼを基に経済産業省が作成
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（参考）2040年までに実⽤化が期待される技術例

2000年 2020年 2050年2040年

⽣産年齢⼈⼝
634万⼈

⽣産年齢⼈⼝
489万⼈

⽣産年齢⼈⼝
349万⼈

⽣産年齢⼈⼝
281万⼈

テクノロジー

インターネット、⼈⼯知能、
遺伝⼦編纂技術など

環境の変化

リーマンショック
紛争等の国際情勢の変化
新型コロナウイルス
⼤規模な災害・気候変化
など

2040年までに実⽤化が期待される技術例

AIとロボット
労働⼒の変⾰

医療等のパーソナライズ
３Dプリンター

⽣産・供給の変化（貿易量低減）
労働⼒対応の社会インフラ

⾃動運転
地域実装（家庭保有の減）

⾛る店舗、⾛る防犯
駐⾞場の再構築

（出所）各種公開資料等から東北経済産業局で作成

全てを
予⾒しえないからこそ

⾜下の着実な取組も重要
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（参考）フィジカルAIの重要性とマルチモーダル基盤モデルとの関係
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（参考）地域の財産である学校／地域⼀体の取組の⼈材育成

⼭形⼤学の地域波及効果の試算例 地域で⼀体となった⼈材確保・育成の例

（出所）⼭形⼤学プレスリリース資料（平成２８年１⽉２６⽇） （出所）経済産業省地域の⼈事部事業より東北経済産業局が作成


